
◆日時：令和 2 年 9月28日（月）

～ 令和 3 年1月18日（月）

◆会場：東北公益文科大学

鶴岡キャンパス大学院ホール
（山形県鶴岡市馬場町14番1号）

【講師】
石原 俊彦 ／ 後藤 好邦 ／ 青木 孝弘

武田 真理子 ／ 小野 英一 ／ 玉井 雅隆 ／ 伊藤 眞知子 ／ 広瀬 雄二

講義日程および講義内容は、裏面にてご確認ください。
講義の一部は、オンライン（Zoom）での受講可能です！

東北公益文科大学大学院
令和2年度公開講座

公益学総論
本講義では、これまでの公益学研究の展開と

公益概念への理解を深めたうえで、各研究領域に
おける問題提起・事例検討にもとづき、教員と受講生
がディスカッションを深め、現代社会における
公益のあり方を考えることを目的とします。

◆お問い合わせ先

東北公益文科大学 大学院事務室

〒997-0035 山形県鶴岡市馬場町14-1
TEL：0235-29-0555 FAX：0235-29-0556 E-Mail：gs@koeki-u.ac.jp URL：http://gs.koeki-u.ac.jp/

―現代社会における公益のあり方を考える― 



◆お申し込み・お問い合わせ先
受 講 料 30,000円（初回受講時に会場受付にて申し受けます。）
定 員 30名
申込方法 電話、FAX、電子メールのいずれかで下記事項をお知らせの上、お申し込みください。

①氏名（ふりがな） ②住所 ③電話番号 ④所属（会社・学校名） ⑤メールアドレス
申込締切 9月25日（金） (定員になり次第、締め切らせていただきます）

※単位修得を希望される方は、科目等履修生として受講することもできます。
書類審査等がございますので、8月21日（金）までにお問い合わせください。

日 時 講 義 内 容 講 師

9月28日（月） 18：00～19：30

19：40～21：10

公益とは
：公益概念の整理
：公と私、営利と非営利

武田 真理子

10月12日（月）
18：00～19：30

19：40～21：10

公益学の歴史
公益学研究の事例

小野 英一

10月26日（月）★ 18：00～19：30

19：40～21：10

公共経営と公益
：地方創生
：官民連携

石原 俊彦氏
【オンラインによる講義】

11月 9日（月）★ 18：00～19：30

19：40～21：10

行政と公益
：地方自治体の政策立案・実施
：自治体職員

後藤 好邦氏

11月30日（月） 18：00～19：30

19：40～21：10

国際ビジネスと公益
：CSRと国際ビジネス
：グローバリゼーションと国際ビジネス

玉井 雅隆

12月 7日（月）★ 18：00～19：30

19：40～21：10

地域共創・ソーシャルワークと公益
：近代社会とジェンダー
：社会的課題解決

伊藤 眞知子
青木 孝弘氏

12月21日（月） 18：00～19：30

19：40～21：10

情報科学と公益
：情報技術は何を目指して発展してきたか
：オープンソースソフトウェアの公益性

広瀬 雄二

1月18日（月） 18：00～19：30 まとめ
武田 真理子
小野 英一
玉井 雅隆

★印 限定受講（単独での受講）が可能です。 受講料は、1日につき、3,000円です。
ご希望の方は、ご自宅からオンライン（Zoom）による受講も可能です。お申込み前にお問い合わせください。

石原 俊彦 氏

関西学院大学専門職大学院
経営戦略研究科教授
博士（商学）

総務省地方行財政検討会議構成員、内閣府
第30次地方制度調査会委員、名古屋市交通
事業経営健全化委員会委員長、奈良市監査
委員など政府と地方自治体の公職を多数歴
任。現在も西宮市代表監査委員や豊橋市公
契約審議会会長を務める。
公認会計士。
専門分野は、会計学、監査論、公会計論、
公共経営論。

後藤 好邦 氏

山形市役所企画調整部
企画調整課課長補佐
修士（公益学）

自治体職員が横のつながりを持つ機会を生
み出すため、2009年6月に岩手県北上市の職
員らと共に「東北まちづくりオフサイト
ミーティング」を発足し、会員900名になる
まで拡大させるなど、人・組織・地域・い
ろいろなものをつなぎ、東北、そして日本
を元気にするための活動を実践している。
著書に、「自治体職員をどう生きるか」
（学陽書房）。

青木 孝弘 氏

会津大学短期大学部
産業情報学科准教授
博士（公益学）

山形県長井市出身。国内外の社会的企業で
の勤務を経て、地元山形へUターン。
まちづくりセンターや観光協会で様々な事
業の再編や立上げに関わる。その後、大学
研究者として地域産業やコミュニティを支
える人材育成に取り組む。
主な研究テーマは、社会的企業の経営戦略。
日本地域政策学会理事、中部圏地域創造
ファンド評議員などを務める。

※新型コロナウィルス感染症拡大などの状況により、内容を変更する場合があります


